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１ 中小企業振興施策の実施状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

（単位：千円）

　市内企業の水環境に関する多様な技術
や、横浜市の上下水道の運営実績などを
海外の水ビジネス展開に生かすため、協
議会の運営を通じて情報共有、意見交
換、プロモーションなどを行い、中小企業
を含む市内企業の海外展開の支援を行い
ました。

横浜水ビジネス協議会会員数
(令和５年３月31日現在)：158会員、うち市
内中小企業53社）

　コロナ禍での渡航制限が緩和されたことを受け、海外との往来を本
格的に再開しました。対面とオンラインシステムを併用しながら、海外
事業体と会員企業とのビジネスマッチングやセミナー等を通じた会員
企業への情報提供等を行いました(26回)。
　また、ビジネスマッチング機会の創出支援として、ベトナム国最大の
水処理国際展示会「ベトウォーター2022」に会員企業と合同で出展
し、市内中小企業２社の受注につながりました。

【事業内容】

【課題と今後の対応】
　国やJICA等との連携を図り、海外プロジェクトを活用した情報収集な
どを通じて会員企業のニーズに沿った支援を行っていきます。引き続
き国際展示会への出展やICTを活用した取組を行い、企業PRの機会
の充実を図る等、効果的な海外展開支援を行います。

8,095

【令和４年度の具体的な実績・成果、改善の取組】

R3決算額

66 横浜⽔ビジネス協議会の運営による市内企業の海外展開⽀援

(環境創造局下水道事業マネジメント課・水道局国際事業課）

5,447

(環境創造局農業振興課）

20,706

R3決算額

65 地産地消ビジネス創出⽀援事業

R4決算額

【課題と今後の対応】
　本事業と地産地消のPRをより効果的に進めることで、中小企業等の
育成講座への参加につなげ、市内産農畜産物の付加価値の向上に
つながる新たな地産地消ビジネスの創出を支援します。

R4決算額

【事業内容】 【令和４年度の具体的な実績・成果、改善の取組】
　地産地消の推進のため、市内産農畜産
物を活用したビジネスに取り組む意欲のあ
る市内中小企業等を対象に、育成プログラ
ム（全５回の講座）と補助プログラムによる
支援を行います。
　令和４年度はビジネスプランの実現性向
上と経営ノウハウの強化を目的とした育成
講座を開催し、さらに、前年度の育成講座
を経て補助対象となった事業者に対して、
事業開始にかかる初期費用の補助や専門
家による相談対応（※）を行いました。
※補助対象者のうち、事業開始後３年まで
対象。

　育成講座は、新型コロナウイルス対策として、オンラインも活用し実
施しました。また、先行事例の発表や意見交換を実施することで、事
業者同士の交流を図りました（受講：３事業者（小規模事業者））。参加
者からは「毎回勉強になり、講座を楽しみにしていた。」「売上や費用
の関係があまり得意ではないので勉強になった。」等の声が寄せられ
ました。また、補助プログラムでは、経費の補助や相談対応を実施し、
中小企業等が新たな地産地消ビジネスに取り組みました（補助：６事業
者/相談対応：５事業者）。

3,998
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２ 工事、物品及び委託契約における市内中小企業者の受注機会の増大について 

 

（１）令和４年度の受注機会増大に向けた取組 

工事、物品の調達及び委託業務の発注にあたっては、市内経済の活性化の観点から、

条例制定以来、市内中小企業者への優先発注を基本方針とし、市内事業者の入札参加機

会の確保のため、専門事業者への分離発注やコスト面を考慮したうえでの分割発注を

進めてきました。 

 

（２）今後の受注機会増大に向けた取組の方向性 

局内の発注にあたっては、事業者の選定において、入札・契約手続きの公正性・競

争性・透明性の確保に留意しつつ、発注、調達等の対象を適切に分離・分割すること

を引き続き徹底するなど、市内中小企業者の受注機会確保に取り組んでいきます。 

 

 

市内中小企業者への発注状況（環境創造局契約分） 

区分 

契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く） 単独随意契約及び 
大規模契約の合計 

市内中小企業契約実績  

件数 構成比率 
前年度か

らの増減 
金 額 構成比率 

前年度か

らの増減 
件数 金 額 件数 金 額 

  件 ％  千円 ％  件 千円 件 千円 

令

和

４

年

度 

工事 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0 14 450,157 

物品 2,022 96.2 ▲0.3 223,099 96.1 1.6 2,101 232,073 244 4,095,956 

委託 819 90.2 2.3 4,050,949 80.1 ▲1.8 908 5,057,930 493 4,486,298 

合計 2,841 94.4 0.6 4,274,048 80.8 ▲1.6 3,009 5,290,003 751 9,032,411 

令

和

３ 

年

度 

工事 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 16 115,406 

物品 2,069 96.5 ▲0.5 174,240 94.5 ▲2.8 2,144 184,477 249 3,954,811 

委託 829 87.9 ▲1.1 3,730,478 81.9 4.1 944 4,552,325 408 13,950,712 

合計 2,898 93.8 ▲0.6 3,904,718 82.4 4.0 3,088 4,736,802 673 18,020,929 

※ 契約実績金額については、変更契約に伴う増減を含んだものとなっています。 

※ 「構成比率」はそれぞれの数値（件数又は金額）が契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）に占める割合です。 
※ 各項目で四捨五入をしているため、合計値と一致しない場合があります。 

※ 「契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）」は、経済産業省が行っている「官公需契約実績額等の調査」と同様に、競争

の余地がない「単独随意契約」及び中小企業者の参入の余地が少なく入札参加者を市内事業者に限定できない「大規模契約（政

府調達協定（ＷＴＯ）対象契約）」を除いたものです。 
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【参考資料】 

市内中小企業者への発注状況（財政局契約部契約締結分） 

区分 

契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く） 単独随意契約及び 
大規模契約の合計 

市内中小企業契約実績  

件数 構成比率 
前年度から

の増減 
金 額 構成比率 

前年度から

の増減 
件数 金 額 件数 金 額 

  件 ％  千円 ％  件 千円 件 千円 

令

和

４

年

度 

工事 322 92.5  0.0 23,879,833 69.1  1.5 348 34,537,911 120 25,481,945 

物品 270 95.4 0.1 591,157 92.3 3.9 283 640,548 48 476,494 

委託 242 94.9 ▲1.1 1,907,469 93.4 1.0 255 2,041,592 98 4,779,574 

合計 834 94.1 ▲0.4 26,378,459 70.9 1.5 886 37,220,051 266 3,0738,013 

令

和

３ 

年

度 

工事 332 92.5  ▲0.3 22,273,143 67.6  ▲10.0 359 32,940,897 128 12,169,673 

物品 387 95.3 ▲0.1 593,151 88.4 0.0 406 671,283 48 410,361 

委託 238 96.0 0.3 1,834,407 92.4 ▲2.1 248 1,984,393 93 4,063,382 

合計 957 94.5 0.0 24,700,701 69.4 ▲9.3 1,013 35,596,573 269 16,643,416 

※ 契約実績金額については、変更契約に伴う増減を含んだものとなっています。 

※ 「構成比率」はそれぞれの数値（件数又は金額）が契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）に占める割合です。 
※ 各項目で四捨五入をしているため、合計値と一致しない場合があります。 

※ 「契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）」は、経済産業省が行っている「官公需契約実績額等の調査」と同様に、競争

の余地がない「単独随意契約」及び中小企業者の参入の余地が少なく入札参加者を市内事業者に限定できない「大規模契約（政

府調達協定（ＷＴＯ）対象契約）」を除いたものです。 

 

 

 

 

 


